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はじめに

　令和元年度においては，当該年度からの3年間を集中改革期

間と位置づけ，これまで以上に行財政改革を徹底するととも

に，「にいがた未来ビジョン（新潟市総合戦略）」に掲げる

「安心協働都市」，「環境健康都市」，「創造交流都市」の

３つの都市像の実現に向けた取組みを積極的に進めました。

　本市の財政は，人口減少や少子高齢化の急速な進展によ

り，市税収入の大幅な増加が期待できない中，社会保障関係

費の増加や公共施設の老朽化など、今後も行政経費の増大が

見込まれ，大変厳しい状況となっています。

　こうした財政状況においては，市民の皆さまとの共通認識

を醸成しながら，事業の選択と集中を図って，市民生活の安

心と将来の活力に必要な施策を実現することが重要です。

本市の財務書類は，平成２３年度決算まで，新地方公会計制

度による「総務省改訂モデル」に基づき作成し，平成２６年

度決算までは，「基準モデル」に基づき作成してきました。

　平成２７年１月，国が各地方公共団体に、固定資産台帳の

整備と複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準」による

財務書類の整備促進について要請したことから，本市では，

的確な財政状況の情報発信と今後の財政運営や財産経営の健

全化を目指し，平成２７年度決算から「統一的な基準」に基

づく財務書類を作成しています。

　財務書類を作成，公表することにより，その後の予算編成

に活用し，健全な財政運営につなげていきたいと考えていま

す。
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Ⅰ　経年比較でみた財政状況

1　新潟市の推計人口

　　※平成19年度は年度末現在の数値。平成29年度以降は1月1日現在の数値。

　　※令和7・17・27年度将来推計は国立社会保障・人口問題研究所推計(平成30年3月推計）

H19
(政令市) H29年度 H30年度 R元年度

R7年度

推計

R17年度

推計

R27年度

推計

新潟市(人) 809,763 796,773 792,868 788,465 788,987 746,719 688,878
新潟県(人) 2,394,472 2,281,291 2,259,309 2,236,042 2,131,156 1,926,432 1,698,989
市(15歳未満) 13.1 12.2 12.1 12.0 11.2 10.5 10.3
市(65歳以上) 22.1 28.3 28.7 29.2 31.3 34.2 38.6
県(15歳未満) 13.2 11.7 11.6 11.4 11.0 10.3 10.0
県(65歳以上) 25.3 30.9 31.5 32.0 34.4 37.0 40.9
国(15歳未満) 13.6 12.5 12.4 12.2 11.5 10.8 10.7
国(65歳以上) 21.6 27.2 27.6 27.9 30.0 32.8 36.8

13.1 12.2 12.1 12.0 11.2 10.5 10.3 

22.1 

28.3 28.7 29.2 
31.3 

34.2 
38.6 
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推
計
人
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■ 本市の人口は県人口の1/3超（35.3%）

■ 本市の老年人口（65歳以上）の比率は，全国ベースを上回る29.2%

本市の年少人口（15歳未満）の比率は，全国ベースを下回る12.0%

■ 将来推計から，今後も，人口の減少や少子・超高齢化の急速な進展

が見込まれ，定住人口の拡大や少子・超高齢化への対策が急務となっ

ています。
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2　市税収入の状況

　　※普通会計は，本市の場合，一般会計に土地取得事業会計・母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計

　　　・公債管理事業会計を合算し，会計間の重複計上を除いたもの。

　　※財政力指数は，地方公共団体の財政力を表す指標で，その団体が標準的に収入しうる市税など

　　　の歳入を分子に，標準的水準で行政を行った場合に要する経費を分母に計算するもの。「1」

　　　を超える場合は，標準的な財政需要以上に税収などの収入が得られると考えられています。
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404 405 415 
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財
政
力
指
数
・
市
税
割
合

市
税
収
入
（億
円
）

個人市民税 法人市民税
固定資産税 都市計画税
事業所税 その他
財政力指数 普通会計歳入総額に占める割合

0.945

■ 市税の総額は，平成16年度，周辺市町村との合併により1.5倍に増加

その後，政令市移行による税源移譲の影響から増加したものの，長引

く景気の低迷や法人税率の引き下げによる法人市民税の減少などによ

り，市税収入全体では伸び悩みがみられます。令和元年度は，前年度

に引き続き、義務教職員人件費の権限移譲財源が税交付金から個人市

民税に振り替わった影響が大きく，増加しました。

■ 歳入総額に占める税収の割合（0.339）や財政力指数（0.700）は，

他の政令市と比べて低い水準です。

30年度政令市平均（税収割合0.405・財政力指数0.857）

■ 本市の魅力の発信や拠点化の向上をさらに進め，交流人口の拡大や

雇用の創出を通じ，自主財源の増加につなげていく必要があります。

個人

法人

固定
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3　経常収支比率・義務的経費比率（普通会計）

　　※経常収支比率は，財政構造の弾力性を表す指標で，市税や普通交付税などの経常的に歳入

　　　される一般財源に対し，人件費・扶助費・公債費・維持補修費などの経常的な経費がどれ

　　　だけ占めているかを示す。一般的に80%を超えると硬直化が進むといわれています。

　　※臨時財政対策債は，平成13年度から地方財政の収支不足対策として措置されたものであり，

　　　後年度，元利償還金相当額全額が地方交付税に算入されます。

21.6 19.0 18.7 14.4
21.9 23.5 22.2
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収
支
比
率
・
義
務
的
経
費
比
率(

%)

人件費比率 扶助費比率

公債費比率 歳出全体に占める義務的経費の比率

経常収支比率 政令市平均(加重)

R元義務的経費

政令市平均

57.7%

■ 経常収支比率は94.9%であり，政令市平均（97.3％）を下回る状態で

はあるものの，財政構造は依然として硬直した状態が続いています。

■ 歳出全体に占める義務的経費比率は53.8%

令和元年度においては，幼児教育の無償化などの影響に加え，高齢化の

進展など，社会保障関係経費が増加し，扶助費全体の支出額は増加しま

したが，小中学校の空調設備整備やふるまち庁舎整備など建設事業費が

大幅に増加したことにより，義務的経費比率は減少しています。

■ 公債費は，臨時財政対策債や合併特例債の償還増により，今後も増加が

予想されます。また，合併建設計画終了後の投資的経費など，他の経費

の減少から，相対的に義務的経費の割合が高まる可能性があります。
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4　投資的経費の推移（普通会計）

　　※合併建設計画は，公営企業分を除く。
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％
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（
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合併建設事業

その他建設事業

歳出全体に占める投資的経費の比率

R元 政令市平均11.9%

■ 歳出全体に占める投資的経費の割合は13.9%

ふるまち庁舎や北区役所の整備のほか，小中学校の空調設備整備に係る

事業費の増などにより投資的経費が増加したため，全体に占める投資的

経費の割合も増加しました。

■ 公共施設の整備は，市債の発行（負債）を伴うため，将来世代へ過度

な負担とならないよう注視し，これまで以上に選択と集中のもと進め

ていく必要があります。

■ また，既存施設の老朽化・長寿命化への対策も課題となっています。

（後述）
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５　純資産比率・有形固定資産の減価償却率 [一般会計等]

　※有形固定資産は，土地や建物の取得した価値に減価償却(経年の資産価値の減少)を除いた残存価値

　※有形固定資産減価償却率は，建物など耐用年数のある償却資産について，取得価格に対する

　　減価償却額の割合から，対象年数に対して資産の取得からどの程度経過(老朽化)しているかを表す。

　※負債は，市債の残高のほか，後年度負担が見込まれる退職手当等も含んでいる。

　※臨時財政対策債は，平成13年度から地方財政の収支不足対策として措置されたものであり，後年度

　　元利償還金相当額全額が地方交付税に算入される。
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負債 有形固定資産

純資産比率 有形固定資産減価償却率

Ｈ30純資産比率

政令市平均63.8%

■ 平成26年度で合併建設計画が終わり，平成27年度に消防局移転新築工事や

清掃施設の期間改良工事など大きな事業が完了して以降，有形固定資産は減少

しています。

■ 本市では，資産に計上されない新潟駅周辺整備事業のJRへの負担金や国直轄事

業負担金の影響のほか，税収の見込み減収分を補てんする減収補てん債や地方

交付税の振り替えである臨時財政対策債の発行により負債が増加したため，純

資産比率は41.8%へと低下しました。

■ また，有形固定資産の減価償却率は57.1%と年々増加しており，未利用資産の

除売却を進めるとともに，耐震化・長寿命化への対策が課題となっています。

資産

負債
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6　市債残高の推移（一般会計）と実質公債費比率

※満期一括償還のための積立金は，市債残高・公債費に反映していない。

※実質公債費比率は，市税や交付税等の一般財源に対して，一般会計の公債費，公営企業会計の公債

　費に対する繰出しなどがどのくらい占めているかを表す。比率が25%になると財政健全化法に基づ

　き，改善に向けた見直しが必要になります。

※令和2年度の残高は，現時点での見込み。

H元年度

(旧新潟)

H16年度

(合併後)

H19年度

(政令市)
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

R2年度

見込

臨時財政対策債等 649 825 1,990 2,203 2,401 2,536 2,633

合併特例債 50 287 813 769 703 647 592

その他通常債 969 2,572 2,451 3,148 3,246 3,238 3,330 3,403

市債残高合計 969 3,271 3,563 5,951 6,218 6,342 6,513 6,628

公債費 109 335 345 357 393 445 444 432

実質公債費比率 11.5 11.1 10.9 10.6 10.5

969

3,271 3,563

5,951
6,218 6,342

6,513 6,628

109 335 345 357 393 445 444 432
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■ 市債残高は，令和元年度末で6,513億円(対前年度比2.7%増)

合併特例債や臨時財政対策債などの割合が49%にのぼります。

■ 実質公債費比率は，政令市平均（7.3％）を上回る10.5％

■ 合併建設計画は平成26年度で終了しましたが，新潟駅周辺や新潟中央環状

道路の整備の進捗など，引き続き大規模工事による市債発行が見込まれます。

また，公債費は今後増加する見込みであることから，実質公債費比率につい

ても，上昇する可能性があります。

■ 合併特例債や臨時財政対策債の元利償還時には，多くが交付税に算入がされ

るため，全てが市税の負担になるものではありませんが，過度な将来世代へ

の負担とならないよう，市債発行を公債費より低く抑えるなど，市債残高の

抑制に努める必要があります。

その他

合併

臨財

R1政令市

平均7.3
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7　基礎的財政収支(プライマリーバランス）[一般会計等]

※数値は，19年度は改訂モデル，28年度以降は統一的な基準により算出したもの。

※基礎的財政収支は，当該年度の市債発行額を除いた歳入と公債費を除いた歳出のバランスを表し，

　　財政の持続可能性(健全性)を示す。

※新潟市財政見通しにおける基礎的財政収支は，市債元金償還額から市債発行額を引いた値から算出

 　（臨時財政対策債による影響を除く）

94.1

281.0
337.5

515.8

612.5

524.3

576.3

118.2

355.8 358.1
429.5

386.0
439.7 440.0

△ 133.2
△ 258.8

△ 52.1

△ 126.1

99.9

△ 8.6
7.9 △ 46.1

72.1

△ 43.1

△ 400.0

△ 200.0

0.0

200.0

400.0

600.0

H元年度

(旧新潟)
H16年度

(合併後)
H19年度

(政令市)
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

単
位(

億
円)

臨時財政対策債発行額 合併特例債発行額 その他債発行額

公債費 基礎的財政収支 財政見通しにおける

基礎的財政収支

（市債発行額）

■ 財政の持続可能性(健全性)を示す基礎的財政収支は126.1億円の赤字

一方，新潟市財政見通しにおける基礎的財政収支※は，43.1億円の赤字

■ 投資的経費の伸びや臨時財政対策債の増加により，市債の発行が公債費

の償還を上回っている状況は，市債残高の増加に繋がります。

■ 市債残高の増加は，将来世代への負担となることから，市債発行をよ

り低く抑え，市債残高の抑制に努める必要があります。

■ また，本市の魅力の発信や拠点化の向上をさらに進め，交流人口の拡

大や雇用の創出を通じ，市税など自主財源の増加につなげていく必要

があります。
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8　基金残高

　※基金残高は，定額運用基金，特別会計の基金を除く。

　※令和２年度の残高は，現時点での見込みによるもの

■ 平成24年度末時点の基金残高は284.0億円

合併時の平成16年度末残高と比べ△127.9億円(△31.1%)

■ その他特定目的基金，公債費の満期一括償還のための積立を除いた，

年度間の財源調整のための基金残高は244.9億円

■ 一方，公債費の満期一括償還のために必要な積立てを確保

■ 年度間の財源調整のための財政調整基金の残高は，平成27年度末で

65億円程度まで減少が見込まれ，行財政改革を推進し，

収支の均衡した財政運営が急務となります。

（市債）

（満期）

（都市）
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201.5 179.4 
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H16年度

(合併後)
H19年度

(政令市)
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

見込

市債管理基金(満期一括分) 市債管理基金

都市整備基金 財政調整基金

単位:億円

■ 令和元年度末時点の基金残高は267.4億円

合併時の平成16年度末残高と比べ△118.8億円(△30.8%)

■ 公債費の満期一括償還のための積立を除いた，年度間の財源調整の

ための基金（主要3基金）残高は60.5億円

■ 主要３基金の残高は，平成29年度末で33億円程度まで減少しま

したが，平成30年度当初予算編成からは，基金の取り崩しを行わず，

積み増しを行ってきました。

■ 令和２年度は，新型コロナウイルス感染症や大雪への対策のため，

基金の取り崩しを行ったことから，主要３基金の残高が減少する

見込みですが，今後も行財政改革を推進し収支均衡を図ります。
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9　財政健全化法に基づく比率

※実質公債費比率は，市税や交付税等の一般財源に対して，一般会計の公債費，公営企業会計の公債

　費に対する繰出しなどがどのくらい占めているかを表し，比率が25%になると財政健全化法に基づ

　き，改善に向けた見直しが必要になります。

※将来負担比率は，現在ある一般会計や公営企業会計の市債残高，退職手当など，将来世代への負担

　が見込まれるものが，市税や交付税等の一般財源に対してどのくらいあるかを表す。比率が400%

　になると財政健全化法に基づき，改善に向けた見直しが必要になります。
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単
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市債残高(一般会計) 市債残高(公営企業会計)

債務負担行為・退職手当負担見込 実質公債費比率

将来負担比率

■ 実質公債費比率(10.6%)・将来負担比率(139.6)とも健全性を維持

しています

■ 実質公債費比率については，前述(市債残高の推移)のとおり。

将来負担比率については，財政調整基金の積み立てなど，一般会計に

おける充当可能財源の増加があったものの，建設事業債や臨時財政

対策債などの市債残高の増により，将来負担額が増加したことから，

上昇しました。

■ 前述のとおり，投資的経費の動向によって，比率上昇の可能性が懸念

されることから，将来世代に過度な負担とならないよう，注視してい

く必要があります。

一般

企業

債務
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Ⅱ　財務書類について
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Ⅱ　財務書類について

2　各モデルの特徴

3　統一的な基準による作成財務書類

(2) 行政コスト計算書及び純資産変動計算書

(1) 貸借対照表

　貸借対照表とは，本市の資産状況を明らかにするとともに，その資産をどの

ような負担によって形成してきたかを表したものです。過去の世代が形成して

きた資産と将来世代が負担する負債の状況を把握することができるもので，一

般に「バランスシート」と呼ばれています。

(3) 資金収支計算書

　統一的な基準では行政コスト計算書と純資産変動計算書を結合した表記とす
ることが認められています。
　行政コスト計算書とは，年間の行政活動のうち，福祉サービスやごみ収集，
消防活動など，資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその財源と
を対比させ，純行政コストを表したものです。
　純資産変動計算書とは,「純資産」を構成する税収をはじめとする一般財源や
現役世代への使途である純行政コスト，将来世代への使途である固定資産形成
にかかわる財源など，１年間の純資産総額の変動を表しています。また，貸借
対照表上に記載されている「純資産」について，期首・期末の状況を表したも
のでもあります。

　資金収支計算書とは，歳出の性質によって「業務活動収支」，「投資活動収

支」，「財務活動収支」に区分し，全ての行政活動にかかる資金の出入り情報

について，それぞれの区分ごとに収支状況を表したものです。業務活動収支

（利払分除く）と投資活動収支を合算することにより基礎的財政収支（プライ

マリーバランス）を算出することができます。

統一的な基準

１　作成の基準

　平成18年6月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進
に関する法律」を契機に，本市では平成19年度決算分からは「総務省方式改訂モ
デル」，平成24年度決算分からは「基準モデル」による財務書類を作成しまし
た。
　一方で，多くの地方公共団体が複数の作成方式により財務書類を作成・公表して
いたため，団体間での比較が困難などの課題がありました。このため，総務省より
全ての地方公共団体において「統一的な基準」による財務書類等を作成するよう要
請があり，本市においては平成27年度決算分より「統一的な基準」による財務書
類を作成しました。（平成26年度決算については試行的に作成）

改訂モデル
既存の決算統計情報を活用し，資産については過去の建設事業
費による積み上げから把握するため，簡易的な手法での評価と
なります。

基準モデル
開始貸借対照表を固定資産台帳等に基づき作成し，ストック・
フロー情報を網羅的に公正価値により一括して評価を行いま
す。

基準モデルと同様に固定資産台帳の作成を行うが、有形固定資
産の評価基準が統一され、全ての地方公共団体において作成さ
れるため，類似団体との比較が容易に行えます
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４　財務書類３表の相互関係

△

＋

△

＝

△

＋

＝

＋

＝

（イ）ストック情報・・・年度末の財政状態を示す財務書類

①年度末時点の財政状態を示す財務書類

→【貸借対照表】

（ロ）フロー情報・・・1年間の経営成績を示す財務書類

①資金（見えるお金）の収支により財政状況を示す財務書類

→【資金収支計算書】

②減価償却費・将来の退職金等（見えないお金）を含む財政状況を示す財務書類

→【行政コスト計算書及び純資産変動計算書】

（ハ）当年度末ストック情報　＝　前年度末のストック情報　＋　本年度のフロー情報

経常費用

経常収益

臨時損失

臨時利益

【貸借対照表】 【行政コスト計算書及び純資産変動計算書】

借方[どのような資産
を持っているか]

貸方[どのような財源
で取得したか]

資産 負債

[将来にわたり行政
サービスを提供する
ための資源]

[将来世代への負担]

純資産

（うち現金預金）
[これまでに蓄積して
きたもの]

【資金収支計算書】

期首（前年度末）資金残高

＋

業務活動収支

＋

財務活動収支

基礎的財政収支
（プライマリー

バランス）
※支払利息除く

[毎年度必要となる業務
活動の収支]

　　　　　　　 　　＋

投資活動収支

[資産形成や投資，貸付
金などにかかる収支]

[市債，借入金などの借入，
償還などにかかる収支]

＝

期末資金残高

　財務書類3表は，1年間の経営成績を示す財務書類（フロー情報），年度末の財政状態を示す
財務書類（ストック情報）で構成されています。

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

[資産形成を伴わない行政サー
ビスにかかる経費]

[行政サービスの対価として
得られた収入]

財源

その他

[市税や国県等補助金な
ど]

純行政コスト

[市税や交付税，国県支出金などが賄うべ

きコスト]

本年度純資産変動額
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Ⅲ　一般会計等財務書類
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Ⅲ　一般会計等財務書類（統一的な基準）

１　共通事項

（1）対象会計

（2）作成基準日

２　貸借対照表

（1）項目について

　一般会計等とは，本市の場合，①一般会計，②土地取得事業会計，③母子父子寡婦福

祉資金貸付事業会計，④公債管理事業会計で構成され，会計間の重複計上を除いたもの

です。

　令和元年度末（令和2年3月31日）を基準日として作成しています。

　なお，出納整理期間（令和2年4月1日～令和2年5月31日）における出納について

は，基準日までに終了したものとして取り扱っています。

資
産
の
部

庁舎や学校，市営住宅などの資産

道路や公園などの社会基盤となる資産

現金や基金等以外の動産

ソフトウェアなどの資産

出資金，返済期限が一会計年度を超えて到来する債権・
基金など

現金預金，返済期限が一会計年度内に到来する債権・減
債基金など

②インフラ資産

①事業用資産

③物品
1

固定
資産

⑴
有形
固定
資産

2　流動資産

⑶　投資その他の資産

⑵　無形固定資産

地方債残高のうち翌年度償還予定額

賞与引当金など

これまでの世代が負担して蓄積された資産

負
債
の
部

地方債残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高

市が負担することが確定している債務のうち翌年度に支
払うものを除いたもの

退職手当引当金

市が負担することが確定している債務のうち翌年度に支
払うもの

純資産の部 純資産合計

①地方債

②未払金

③引当金

1
固定
負債

①地方債

②未払金

③引当金

2
流動
負債
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（2）概要

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

（市民人口は，令和2年1月1日時点での外国人住民を含む，788,465人で算出）

①資産の構成

②負債の構成

③純資産の構成

779 48%95%

項目
金額

（億円）

市民一人
あたり
金額

（千円）

比率 項目 金額

市民一人
あたり
金額

（千円）

比率

一般会計等貸借対照表

令和2年3月31日

資産の部 負債の部

766 97 6%

5,278 669 42% ②長期未払金

1　固定資産 12,509 1,587 99% 1　固定負債 6,918 877 55%

①有形固定資産 12,014 1,524

△ 3,307

77 1%

④その他

4%594642　流動負債

④その他

①1年以内償還予定
地方債等

0%

△ 419

10

57

△ 4,907 △ 622 ③引当金

①地方債 6,145

　負債は，市が持つ資産を形成する財源のう
ち，将来に負担しなければならない金額を表
すもので，一年以内のうちに支払期限が到来
する流動負債と，将来世代が負担することと
なる固定負債に分けられます。
　負債総額は7,383億円，市民一人あたり
93万6千円となっています。

　資産は，土地や建物などの財産や貸付金，
未収金などの権利など，将来にわたり行政
サービスを提供するために使用されるもので
す。
　資産総額は1兆2,686億円，市民一人あた
り160万９千円となっています。
　資産の95％は庁舎や学校などの施設や土地
といった事業用資産（42％）と道路や公園と
いったインフラ資産（52％）で構成されてい
ます。

3

492

177

54

18

12,686

0

62

22

7

2

1,609

　純資産は，市が持つ資産を形成する財源のうち，これまでの世代が負担してきた金額を表すも

ので，総額は5,303億円，市民一人あたり67万3千円となっています。

負債・純資産の部　合計

純資産の部　合計 5,303 673 42%

12,686 1,609 100%

7,383 936 58%

資産合計

③その他

②基金

①現金預金

2　流動資産

③投資その他資産

②無形固定資産 0%

4%

1%

0%

0%

△ 97 △ 12

100%

105 13 1%

6,659 845

負債の部　合計

3%51399

ⅱインフラ資産

　減価償却累計額

ⅰ事業用資産

③引当金

純資産の部

　減価償却累計額

ⅲ物品

　減価償却累計額

8 1 0%

7 0%

②未払金・未払費用 1 0

1 0%52% 8

引当金 766億円

その他 8億円

地方債（1年以内償還） 399億円

未払金・未払費用 1億円

引当金（短期） 57億円

その他 8億円地方債 6,145億円

【負債総額 7,383億円】

【資産総額 12,686億円】

物品 77億円

無形固定資産 3億円

投資その他資産 492億円

現金預金 54億円

基金 105億円

その他 18億円

事業用資産

5,278億円
インフラ資産

6,659億円
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（3）分析

①純資産比率

純資産総額 資産総額

5,303億円　　　÷　　　1兆2,686億円　　　＝  41.8％

②負債比率

負債総額 資産総額

7,383億円　　　÷　　　1兆2,686億円　　　＝  58.2％

③社会資本形成の世代間負担比率

ア　これまでの世代による社会資本形成の負担比率（％）

純資産総額 固定資産

5,303億円　　　÷　　　1兆2,509億円　　　＝  42.4％

イ　将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率）（％）

地方債残高※ 有形・無形固定資産合計

4,110億円　　　÷　　　1兆2,017億円　　　＝  34.2％

※地方債残高からは，社会資本形成の財源に直接充当していない臨時財政対策債，減税補てん債等

　を除きます。

　資産総額に対する純資産の割合で，資産のうち市民の持ち分を示すものです。企業会計

における自己資本比率に相当するものであり，この割合が高いほど健全な財政状況にある

といえます。政令市平均に比べると本市は低い傾向にあります。

　資産総額に対する負債の割合で，資産のうちの借入金への依存度を示すものです。①の

逆の指標となり，この割合が高いほど将来負担への影響が大きいといえます。政令市平均

に比べると本市は高い傾向にあります。

　社会資本形成の結果を示す公共資産の資産形成に充てられた財源を見ることによって，

これまでの世代によって既に負担された割合や将来の世代によって負担しなければならな

い割合を把握することができます。
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④歳入総額に対する資産比率及び純資産比率

ア　歳入総額に対する資産比率（年）

資産総額 歳入総額

1兆2,686億円　　　÷　　　4,136億円　　　＝  3.1年

イ　歳入総額に対する純資産比率（年）

純資産総額 歳入総額

5,303億円　　　　　÷　　　4,136億円　　　＝  1.3年

※歳入総額＝収入合計＋期首歳計現金残高

⑤有形固定資産減価償却率

減価償却累計額 償却資産の取得価格等

8,310億円　　　÷　　　1兆4,564億円　　　＝  57.1％

※償却資産の取得価格等＝有形固定資産-土地等の非償却資産+減価償却累計額

他政令市比較は資料編（Ｐ６０）に掲載しています。

有形固定資産のうち，償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合で，対象年数
に対して資産の取得からどの程度経過しているかを把握することができます。
この数値が高いほど資産の老朽化が進んでいるということができ，本市は他政令市に比べ
て低い傾向にあります。

　歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより，貸借対照表作成基

準日に形成されている資産総額及び純資産に，何年分の歳入が充当されているかを把握す

ることができます。

　アの年数が多いほど，社会資本整備が進んでいると考えられます。
　また，イでは，これまでの世代による社会資本整備が何年分の歳入に相当するか
を把握することができます。
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３　行政コスト計算書及び純資産変動計算書

（1）計上する範囲

（2）項目について

　令和元年度に市民に提供した行政サービスに要する費用のうち，資産形成につながる
支出を除いた現金支出に，退職給与引当金繰入等，減価償却費，回収不能見込計上額と
いった非現金支出を加えたものを経常経費として計上し，使用料や手数料などを経常利
益として計上しています。
　経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストに特別損失を加味したものが純
行政コストなります。
　純行政コストとその財源となる税収や国県等補助金を比べることで純資産の増減を把
握することができます。

経常
費用

①人件費 職員給与や議員報酬，退職給付費用など

②物件費
備品や消耗品，施設等の維持修繕に係る経費や事業用
資産の減価償却費など

③その他の業務費用 地方債や関係団体の借入金の償還利子など

④
移転
支出

補助金等 団体や市民への補助金など

社会保障給付 児童手当や生活保護費，障がい福祉の扶助費など

他会計への繰出金 他会計への繰出金など

その他の移転支出 負担金，補償金，賠償金など

経常
収益

①業務収益
公共施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発
行手数料など

②業務関連収益 利子および配当金，財産売払収入，雑入など

純行政コスト
経常費用から経常収益を差し引いた金額で，税収や地
方交付税，国県支出金などの歳入で賄うべきコスト

臨時
損失
臨時
利益

資産売却益など

災害復旧事業費，資産除売却損など

地方税，地方交付税，地方譲与税等からなる「税収
等」，国庫支出金，県支出金などからなる「国県等補
助金」

財源

無償所管換等

資産評価差額

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

市場価格のある出資金の評価差額など
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（3）概要

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

一般会計等行政コスト計算書及び純資産変動計算書

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

項目 金額（億円）
市民一人あたり
金額（千円）

比率

１ 経常費用　計（行政コスト総額） 3,390 430 100%

① 人件費 925 117 27%

④ 移転費用 1,368 174 40%

② 物件費等 1,042 132 31%

③ その他業務費用 54 7 2%

364 46 11%

その他 6 1 0%

補助金等 314 40 9%

社会保障給付 684 87 20%

他会計への繰出金

３ 純経常行政コスト（１－２）

２ 経常収益　計 118 15

① 使用料及び手数料 84 11

② その他 34

７ 財源

４ 臨時損失 0 0

15

3,266 414

5,303 673

６ 純行政コスト（3＋4－5）

５ 臨時利益

14 本年度末純資産額（13＋12）

13 前年度末純資産額

12 本年度純資産変動額（8＋9＋10＋11）

11 その他

10 無償所管換等

９ 資産評価差額

８ 本年度差額（7－6）

国県等補助金

税収等

　本市における令和元年度の一般会計等経常費用の総額は3,390億円となり，これらの
行政活動に対する使用料・手数料，財産収入などによる経常収益は118億円で，純経常
行政コストは3,271億円，臨時損失，臨時利益を加味した純行政コストは3,266億円と
なっています。
　これは市民一人あたりでは，41万4千円の純行政コストを要していることとなりま
す。
　また，令和元年度末の純資産は，平成30年度末に比べて153億円の減となっていま
す。これは主に固定資産にかかる減価償却などを含むフルコストで考えると，税収等でま
かなえていないことが要因となっています。

2 0

△ 153 △ 19

5,456 692

△ 176 △ 22

0 0

22 3

3,090 392

2,229 283

861 109

4

3,271 415
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○行政コストの構成

　

　行政コストは以下のような構成になっています。

　経常費用の総額が3,390億円となっておりその内訳は，人件費が925億円で27％，物

件費は減価償却費を含み，維持補修費や委託費などに要した費用として1,042億円で

31％となっています。また，移転費用では生活保護扶助費や児童手当の給付などの社会

保障関係移転支出が684億円で20％，他会計などへの支出が364億円で11％となって

います。

【経常費用総額　3,390億円】

業務関連費用

54億円

(2%)

補助金等

314億円

(9%)

社会保障関係費

684億円

(20%)

他会計への繰出金

364億円

(11%)

その他の移転費用

6億円(0%)

物件費等

1,042億円

(31%)%)

移転支出

1,368億円

人件費

925億円

(27%)
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４　資金収支計算書

（1）計上する範囲

（2）項目について

公共施設や道路整備などの資産形成，投資や貸付金などの金融資産形成に支
出したもの

　令和元年度における一般会計等のすべての行政活動にかかる資金の収支のみを計上するも
のです。
　減価償却や退職手当引当金繰入など，現金支出を伴わない収支は計上していません。

行政サービスを行う中で，毎年度継続的に支出されるもの
（人件費，物件費，補助費，扶助費など）

行政サービスを行う中で，毎年度継続的に収入されるもの
（市税，保険料，使用料，手数料など）業務活動

収支

投資活動
収支

資産売却収入など

災害復旧事業費など

土地などの固定資産の売却収入など

投資活動
支出

業務
支出

業務
収入

臨時
支出

臨時
収入

投資活動
収入

地方債や借入金などの元本の償還

地方債や借入金の収入

市債発行額を除いた歳入と公債費を除いた歳出のバランスを表すもの基礎的財政収支

財務活動
収支 財務活動

収入

財務活動
支出
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（3）概要

（1）業務活動収支

①業務支出

②業務収入

③臨時支出

④臨時収入

（2）投資活動収支

①投資活動支出

②投資活動収入

（3）財務活動収支

①財務活動支出

②財務活動収入

1　当期資金収支（1）＋（2）＋（3）

2　期首資金残高

3　期末資金残高（1＋2）

基礎的財政収支

（1）※支払利息除く　＋（2）※基金除く

前年度末残高

本年度増減額

本年度末残高

本年度末現金残高

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

754

1

△ 1 △ 0

8 1

一般会計等資金収支計算書

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

99

77

174

394

△ 220

3,121

3,088

33

22

22

50

△ 28

396

△ 16

△ 126 △ 16

9
歳計外
現金

6

8

△ 2

　投資活動収支区分で220億円の収支不足が生じているため，基礎的財政収支（プライ

マリーバランス）は126億円の赤字となりました。市債の収支である財務的収支につい

ては171億円の黒字となり，期末資金高は54億円となりました。この主な要因は，ふる

まち庁舎など公共施設整備を進めたことに加え，普通交付税の代替財源となる臨時財政対

策債の発行額が228億円と多額になっているためです。

　この資金の増減については,貸借対照表における現金預金の増減に反映され，流動資産

の増減に影響することとなります。

項目

0

0

市民一人
あたり
金額

（千円）

金額
（億円）

392

4

608

171

779

46

62
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Ⅳ　前年度比較について　
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Ⅳ　前年度比較について

１　貸借対照表
（１）前年度貸借対照表との比較

単位：億円

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

　　一般会計等貸借対照表
（平成31年3月31日及び令和2年3月31日）

負債の部　合計 7,3837,228 155

②基金 純資産の部

③その他 1818 0 純資産の部　合計 5,3035,456 △ 153

資産合計 12,686

464542 △ 78　減価償却累計額 △ 3,307△ 3,176 △ 131

10597 8

△ 97△ 87 △ 10

②未払金・未払費用 11 0

5755 2③引当金

ⅲ物品

項目 元年度30年度 増減 項目 元年度

①地方債 6,1455,895

1　固定資産 12,50912,498 11 1　固定負債 6,918

5,2785,266 12 ②長期未払金ⅰ事業用資産

　減価償却累計額

①有形固定資産 12,01412,020 △ 6

④その他

△ 78

　一般会計等貸借対照表について，令和元年度末分と平成30年度末分とを比較します。

資産の部 負債の部

ⅱインフラ資産

766783 △ 17

6,6596,691 △ 32 88 0

2　流動負債

30年度 増減

250

△ 4,907△ 4,737 △ 170 ③引当金

6,686 232

3 0

③投資その他資産 492475 17

7762 15

　減価償却累計額

12,683 3 負債・純資産の部　合計 12,68612,683 3

④その他

①1年以内償還予定
地方債等

477 399

2　流動資産 177185 △ 8 89 △ 1

①現金預金 5470 △ 16

②無形固定資産 3

資産

1兆2,683億円

純資産

5,456億円

（43.0%）

負債

7,228億円

（57.0%） 資産

1兆2,686億円

純資産

5,303億円

（41.8%）

負債

7,383億円

（58.2%）

平成30年度 令和元年度

－25－



　　①　資産

　　②　負債

　　③　純資産

　　④　分析

　新潟駅周辺整備事業や新潟中央環状道路整備事業などの建設事業の進捗に伴う建設地方債
のほか，臨時財政対策債の発行増により，負債比率や将来の世代による社会資本形成の負担
比率が上昇傾向にあります。
　今後も将来負担の動向について注視していくとともに，将来にわたって安定した財政運営
を行うよう努めていきます。

1.4年

元年度末

41.8%

58.2%

歳入総額に対する純資産比率

30年度末

歳入総額に対する資産比率

43.7%

33.8%

3.2年

　資産の部の総額は，前年度に比べて3億円の増となっています。
　固定資産は11億円増加しており，これは減価償却の影響などによる有形固定資産の減少が
進んでいるものの，令和3年度以降の地方債の償還に備えて積み立てている減債基金が増加し
たことが主な要因です。
　流動資産は，財政調整基金を25億円積み増した一方，繰越金について，平成30年度は，
前年の少雪による除排雪経費の減少などにより多くなっていたことから，令和元年度は前年
度比で減少し，流動資産全体では8億円の減少となりました。
　今後も高度経済成長期に整備された橋りょうや建物など減価償却が進む公共施設が増加す
るため，計画的な維持補修を進めるとともに適正な予算執行に努める必要があります。

　負債の部の総額は，前年度に比べて155億円の増となっています。
　固定資産の財源である地方債について，ふるまち庁舎など公共施設整備などにおける地方
債の発行や普通交付税の代替財源となる臨時財政対策債の残高が132億円増加したことによ
るものです。
　負債は，将来世代への負担となるため，引き続き，積極的な事務事業の見直しを行うな
ど，事業の選択と集中を図っていく必要があります。

　純資産総額は，普通交付税の代替財源となる臨時財政対策債の発行が228億円と多額に

なっていることから，前年度に比べ153億円の減となっています。

純資産比率

負債比率

社会資本形成の世代間負担比率

　これまでの世代による社会資本形成の負担比率

　将来の世代による社会資本形成の負担比率

42.4%

34.2%

3.1年

1.3年

43.0%

57.0%
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２　行政コスト計算書及び純資産変動計算書
（１）前年度行政コスト計算書及び純資産変動計算書との比較

　純行政コストは前年度に比べ73億円増加しています。

　経常費用は70億円の増。このうち，移転費用が80億円増加しています。内訳として，

補助金等がプレミアム商品券事業などにより16億円の増，社会保障給付が幼児教育・保

育の無償化などの影響で54億円の増，下水道事業会計や介護保険事業会計への繰出金の

増加などにより11億円増加となっています。

　経常収益については，幼児教育・保育の無償化などによる使用料の減などにより前年度

より減少しています。

　今後も，社会給付関係経費などの増加が予想されることから，引き続き，積極的に財政

改革を推進し，経費削減に努めていきます。

0

3,2713,194 77

6

364353 11

４ 臨時損失 03 △ 3

8492 △ 8

② その他 3434

２ 経常収益　計 118

補助金等

2,229

項目 元年度30年度 増減

6 0

③ その他業務費用

314298 16

社会保障給付 684630 54

1,288 80

他会計への繰出金

その他

70

① 人件費 925 12

△ 20

5458 △ 4

⑤ 移転費用 1,368

１ 経常費用　計（行政コスト総額） 3,3903,320

2,190

913

国県等補助金 861806

126

① 使用料及び手数料

３ 純経常行政コスト（１－２）

５ 臨時利益 55

６ 純行政コスト（3＋4－5） 3,2663,193

７ 財源 3,0902,996

税収等

② 物件費 1,0421,062

11

11 その他 20

８ 本年度差額（7－6） △ 176△ 197

９ 資産評価差額 00

14 本年度末純資産額（13＋12） 5,3035,456

△ 8

0

73

94

39

55

21

0

11

2

32

△ 185

△ 153

12 本年度純資産変動額（8＋9＋10＋11） △ 153△ 185

13 前年度末純資産額 5,4565,641

10 無償所管換等 22
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３　資金収支計算書
（１）前年度資金収支計算書との比較

（1）業務活動収支

①業務支出

②業務収入

③臨時支出

④臨時収入

（2）投資活動収支

①投資活動支出

②投資活動収入

（3）財務活動収支

①財務活動支出

②財務活動収入

1　当期資金収支（1）＋（2）＋（3）

2　期首資金残高

3　期末資金残高（1＋2）

基礎的財政収支

（1）※支払利息除く　＋（2）※基金除く

前年度末残高

本年度増減額

本年度末残高

本年度末現金残高

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

一般会計等資金収支計算書

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

49

△ 8

40

4

△ 125

130

331

3,0883,040

3,1213,042

0

32

48

79

△ 2

0

△ 45

29

608616

779739

△ 1629

△ 220△ 95

2

00

394264

174170

171122

0 △ 1

89

6233

4662

△ 126△ 52

　基礎的財政収支（プライマリーバランス）は，公債の元利償還額等の支出（財務的支

出），公債発行収入等の収入（財務的収入）等を除いた収支であり，均衡していれば，毎

年の政策的な経費が税収などの毎年の収入でまかなわれていることになります。

　業務活動収支では，支出が幼児教育・保育の無償化による社会保障給付の増加や，他会

計へ繰出金の増加などにより，前年度に比べ48億円増加したのに対し，収入が幼児教

育・保育の無償化に伴う臨時交付金や国庫負担金の増加，個人市民税や固定資産税などの

市税の増加などにより，前年度に比べ79億円増加し，収支では前年度に比べ32億円良化

しました。

　投資活動収支では，支出がふるまち庁舎など公共施設整備などにより130億円増加し

たのに対し，収入では学校空調整備に伴う国庫補助金の増加などにより前年度に比べ4億

円の増加に留まったため，収支では125億円悪化しました。

　財務活動収支では，公共事業等債などの償還の減少に対し，臨時財政対策債の発行が増

加したことなどから，収支は49億円増加しました。

　これらにより，基礎的財政収支は前年度比で74億円の悪化となりました。今後も将来

世代への過度の負担とならないよう，注視していく必要があります。

項目

△ 16

△ 74

0

5470

元年度30年度 増減

△ 1

△ 1

△ 16

歳計外
現金

99
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Ⅴ　連結財務書類　
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Ⅴ　連結財務書類

連
結
財
務
書
類
の
対
象
範
囲

　一般会計等と公営事業会計，関係団体間の投資及び出資・繰入資本金の

関係などは，単なる資金の移動に過ぎないため相殺処理しています。

　また，関係団体で未収金・未払金として計上しているもののうち，一般

会計等に対し，出納整理期間中に現金の支払・受取があったものは，支

払・受取が終了したものとして整理しています。

三条･燕･西蒲･南蒲広域養護老人ﾎｰﾑ施設組合

豊栄郷清掃施設処理組合

阿賀北広域組合

新潟東港地域水道用水供給企業団

新潟県市町村総合事務組合

新潟県後期高齢者医療広域連合

（2）会計間の調整

後期高齢者医療事業会計

新潟地下開発(株)

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

さくら福祉保健事務組合

(株)エフエム新津下越障害福祉事務組合

(株)まちづくり豊栄西蒲原福祉事務組合

(福)おひさま福祉会新潟県中東福祉事務組合

地
方
三
公
社
・
第
三
セ
ク
タ
ー

公
営
事
業
会
計 国民健康保険事業会計 (公財)新潟水道サービス

介護保険事業会計

(公社)新潟市南区農業振興公社

公
営
企
業
会
計

法
非
適
用

(公財)新潟市海洋河川文化財団

中央卸売市場事業会計 (公財)新潟ミートプラント

と畜場事業会計 (公財)新潟市体育協会

法
適
用

病院事業会計 (公財)新潟市産業振興財団

水道事業会計 (公財)新潟観光コンベンション協会

下水道事業会計 (公財)新潟市勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

　１　共通事項

　本市では，一般会計等財務書類のほか，公営事業会計など本市の全会計

を合算した「市全体の貸借対照表」などの財務書類や，一部事務組合や第

三セクターなどの会計をも連結した「連結貸借対照表」などの財務書類も

作成しています。

（1）連結対象会計及び団体

　新潟市の一般会計等及び公営事業会計に加え，一部事務組合等，新潟市
土地開発公社，新潟市の出資比率が50%以上の民法法人・会社法法人，
25%以上50%未満で市からの人的支援や財政支援から新潟市が実質的に
主導的立場にあると認められる民法法人・会社法法人を対象としていま
す。

新
　
潟
　
市

一
般
会
計
等

一般会計

市
全
体
の
財
務
書
類
の
対
象
範
囲

連
結
財
務
書
類
の
対
象
範
囲

新潟市土地開発公社

土地取得事業会計 (公財)新潟市国際交流協会

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計 (公財)新潟市芸術文化振興財団

公債管理事業会計 (公財)會津八一記念館
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２　貸借対照表

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

①資産の構成

②負債の構成

③純資産の構成

53

　連結での資産総額は2兆809億円であり,一般会計等のみの場合に対して1.64倍と
なっています。これは下水道事業会計（5,843億円）をはじめとする公営企業会計の
公共資産が加算されることによるものです。
　一方，連結での投資等が一般会計等のみの場合に比べて減少しているのは，一般会
計等のみの場合では計上されていた公営企業や第三セクターなどに対する出資金など
が，連結の際に相殺消去されるためです。資産総額に占める投資等の割合は1.9％と，
一般会計等のみの場合の3.9％に対して低くなっています。

  連結での負債総額は1兆3,829億円で,一般会計等のみの場合に対して1.87倍となっ

ています。これも資産同様に下水道事業会計（5,433億円）及び水道事業会計（831

億円）などの加算によるものです。負債の資産合計に対する割合は66.5％と，一般会

計等のみの場合の58.2％に対して高くなっていますが，これは，公営企業法適用会計

（水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計）の影響によるものです。

　 連結での純資産総額は6,980億円で，一般会計等のみの場合に対して1.32倍と
なっています。純資産の資産合計に対する割合は33.5％と，負債とは逆に一般会計等
のみの場合の41.8％に比べて低くなっています。

114 1,677

8,123 8,123

③その他

②基金

負債・純資産の部　合計

純資産の部　合計

12,686

5,303

20,559資産合計 12,686

139105

198

△ 100

負債の部　合計 7,383 13,706 13,829 1,754 6,446

449 16

282

④その他

③引当金

8

△ 2,818

587

464 875 966 123 502

356

2　流動負債

①1年以内償還
予定地方債等

399

△ 878

117

57 68 69 9 12

②未払金・未払費用 1 112 118 15

88△ 4,907 △ 5,097 △ 5,196 △ 659 △ 289

2,190 278 2,1826,659 13,225 13,336 1,691 6,677 ④その他 8 2,185

5,590 709 312

③引当金 766 843 854 108

1,24519,590 2,485 7,576 3,672

12,863 1,631 5,945

②長期未払金 0 0 2 0 2

①地方債 6,145 9,803 9,817

1　固定資産 12,509 20,012 20,183 2,560 7,674 1　固定負債 6,918 12,831

一般会計
等
[A]

（億円）

市全体
（億円）

連結

差引
[B]-[A]
（億円）

金額
[B]

（億円）

市民
一人

あたり
（千円）

金額
[B]

（億円）

市民
一人

あたり
（千円）

連結貸借対照表

（令和2年3月31日）

資産の部 負債の部

項目

一般会計
等
[A]

（億円）

市全体
（億円）

連結

差引
[B]-[A]
（億円）

項目

（一般会計等，市全体の貸借対照表との比較）

5,546

△ 97

3

77

△ 3,307 △ 6,095

654

200

387

547

284

△ 958

①現金預金

2　流動資産

③投資その他資産

18

54

177

492

124

①有形固定資産 12,014 19,425

②無形固定資産

　減価償却累計額

ⅲ物品

　減価償却累計額

ⅱインフラ資
産

　減価償却累計額

ⅰ事業用資産 5,278

△ 6,125

664

201

392

626

336

132

20,809

△ 777

84

25

50

79

43

17

2,639

△ 975 △ 124

158 20

673

23

755

24

96

3

6,853

20,559

6,980

20,809

885

2,639

純資産の部
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3　行政コスト計算書及び純資産変動計算書

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

　連結での経常費用は6,189億円であり，一般会計等のみの場合に対して1.83倍となって
います。これは，国民健康保険事業特別会計（741億円）及び介護保険事業特別会計
（801億円）などが加算されるためです。また，経常費用・臨時損失から経常収益・臨時
利益を差し引いた純行政コストは，5,546億円と，一般会計等のみの場合に対して1.70倍
となっています。

４ 臨時損失 0 21 22 3 22

2,271

34 61 89 11 55

3,271 4,753 5,542 703

14 本年度末純資産額（13＋12）

13 前年度末純資産額

12 本年度純資産変動額（8＋9＋10＋11）

11 その他

10 無償所管換等

△ 156

7,137

474

118 614 647 82 529

84 553 558 71

1,955

3

364 0 0 0 △ 364

6 7 9 1

2,379

314 332 251 32 △ 63

684 2,235 3,063 388

3,390 5,367 6,189 2,799

531

925 1,095 1,122 142 197

1,042 1,544 1,573 200

785

連結行政コスト計算書及び純資産変動計算書

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

項目
一般会計等

[A]
（億円）

市全体
（億円）

連結 差引
[A]-[B]
（億円）

金額[B]
（億円）

市民一人あたり
（千円）

（一般会計等，市全体の行政コスト計算書及び純資産変動計算書との比較）

54 154 171 22 117

1,368 2,574 3,323

861

2,229

3,090

3,266

5 16

4,758

4,574

2,824

1,750

17

5,546

5,358

3,206

2,152

421

6,980

△ 153

2

22

0

△ 176 △ 184

0

30

2

△ 153

5,303

5,456 7,005

6,853

△ 188

0

30

2

905

885

12

2,280

2,268

977

1,291

△ 12

0

8

0

△ 3

1,681

1,677

△ 24

0

4

0

△ 20

2

703

680

407

273

９ 資産評価差額

８ 本年度差額（7－6）

③ その他業務費用

② 物件費

① 人件費

１ 経常費用　計（行政コスト総額）

国県等補助金

税収等

７ 財源

６ 純行政コスト（3＋4－5）

５ 臨時利益

３ 純経常行政コスト（１－２）

② その他

① 使用料及び手数料

２ 経常収益　計

その他

他会計への繰出金

社会保障給付

補助金等

⑤ 移転費用
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４　資金収支計算書

（端数処理の関係で合計が一致しないことがあります）

連結資金収支計算書

2　期首資金残高 62 374 426 54 364

△ 82

779 999 1,079

122

△ 16 △ 98

300

△ 50

350

15

△ 98 △ 12

137

171 125

958

（2）投資活動収支

7

121

608 874

742 2,727

719

0 6 6 1

58

394 627 634 80 240

174 226 232 29

△ 220 △ 401 △ 402 △ 51 △ 182

1

3,088 4,851 5,666

0 6 7

（1）業務活動収支 33 178 183 23 150

③臨時支出

②業務収入

①業務支出

6

2,578

3,121 5,029 5,848

④臨時収入

（一般会計等，市全体の資金収支計算書との比較）

（自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

項目
一般会計等

[A]
（億円）

市全体
（億円）

連結
差引

[B]-[A]
（億円）

金額
[B]

（億円）

市民一人
あたり

（千円）

基礎的財政収支
△ 12 33

282

0

336

42

1

0

1

43

328

△ 93

9

△ 1

8

54

8

△ 1 △ 1

8

284

歳計外
現金

　基礎的財政収支は一般会計が126億円の赤字であるのに対し，連結は93億円の赤字と
なっています。これは企業会計や特別会計などの合算で，基礎的財政収支が黒字となってい
るためです。（水道事業会計△6億円，下水道事業会計42億円，病院事業会計4億円，中央
卸売市場事業会計9億円，国民健康保険事業会計△4億円，介護保険事業特別会計△14億
円）

②財務活動収入

①財務活動支出

（3）財務活動収支

②投資活動収入

①投資活動支出

0

0

△ 126

9

46 276

△ 96

9

282

3　期末資金残高（1＋2）

1　当期資金収支（1）＋（2）＋（3）

本年度末現金残高

本年度末残高

本年度増減額

前年度末残高

（1）※支払利息除く　＋（2）※基金除く
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